
Title 教育機会の地域間格差と教育達成

Author(s) 尾嶋, 史章

Citation 大阪大学人間科学部紀要. 1986, 12, p. 97-116

Version Type VoR

URL https://doi.org/10.18910/12611

rights

Note

The University of Osaka Institutional Knowledge Archive : OUKAThe University of Osaka Institutional Knowledge Archive : OUKA

https://ir.library.osaka-u.ac.jp/

The University of Osaka



教育機会の地域間格差 と教育達成

尾 嶋 史 章



99

教育機会の地域間格差 と教育達成

は じ め に

社会移動 と教育をめ ぐるこれまでの研究(主 として地位達成分析)は,個 人の社会的地位

の形成に対 して,出 身階層とい う帰属的な要因が高度に産業化された社会においても重要な

役割を果たしていることを明らかにしてきた。これらの諸研究によれば,父 親の職業 ・学歴

や母親の学歴 とい う帰属的要因は,本 人の学歴(教 育達成)を 媒介として,そ の後の職業的

地位形成に影響を及ぼす とされる。つま り,学 歴は個人の社会的地位を構成する一要素であ

ると同時に,そ の後の社会的地位形成に大きな影響を及ぼすが故に,地 位達成分析における

"鍵変数"と して位置付けられてきたのである
。

ところで,個 人の教育達成にその出身階層が重要な役割を果たす としても,学 歴を獲得 し

てい く社会の構造的文脈が異なれば階層の及ぼす影響は質的にも量的にも異なってくること

が想像される。また同様に社会の構造的特性 自体が個人の教育達成を少なか らず規定 してい

ることも充分予測できるであろ う。すなわち,こ れまでの地位達成分析は主 として個人間の

不平等状態に基づ く分析モデルであったのに対し,個 人の属性要因に論理的にも因果的にも

先行して存在する社会の不平等構造を組み入れた分析モデルが必要 とされてきているのであ

る1)o

こうした観点から,本 稿では社会の構造的な不平等のび とつ として地域間にある教育機会

の格差を取 り上げ,そ れが個人の教育達成に及ぼす影響を階層要因を加味して検討してい く

ことにする。

分析に用いるのは,1975年 社会階層と社会移動(略 称一SSM)全 国調査(A調 査)デ ー

タである。このうち学校基本調査により地域別(都 道府県別)の 教育機会指標を得るこどの

できる39才以下で,さ らに15才時に沖縄 ・海外を除く46都 道府県に居住していた男性1,374

ケースを分析対象 とした。

1進 学機会の地域間格差

戦後の教育水準の上昇はめざましいものがある。こうした教育水準の全国的上昇は,進 学

機会の地域間格差にどのような変化をもたらしたのだろ うか2)。 はじめにこの点を簡単に検
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討 しておこう。

表1セこは,今 回の分析対象 となる年齢層の男性について,高 校進学率および高校からの大

学 ・短大現役進学率の変化と,都 道府県別の各進学率に基づいた標準偏差の変化が示 されて

いる。(同一年齢 コーホー トを基準としているため,大 学 ・短大への現役進学率に関 しては,

高校進学率の3年 後の数値を対応させている。)

表1上 級学校進学率の推移と地域間格差(%)

年 度

1951(54)

52(55)

53(56)
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高校からの大学・短大現役進学率

全国平均 標準偏差
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この表か ら次の特徴を読みとることができる。

①高校進学率 も高校か らの大学 ・短大現役進学率も,こ の20年 間をみると全般的に上昇傾

向にあるが,県 別進学率に基づく標準偏差からみた場合,地 域間格差にはそれほど大きな変

化はみ られない。

②ただし,高 校進学率が7096を 越える頃(1964年)か ら高校進学率の標準偏差が7.0を 割

り,地 域間格差が若干縮少 していることが うかがえる。ところが,も う一方の指標である高

校からの大学 ・短大現役進学率をみると,標 準偏差が大 きくなる(地 域間格差が拡大する)

傾向があり,後 者の格差拡大が,前 老の格差縮少を相殺す る形で推移 してきていることがわ

かる。
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上記の結果は,こ の20年 間の急激な進学率の上昇(全 体的な教育機会の拡大)に もかかわ

らず,上 級学校への進学機会の地域間格差は実質的にはほとんど変化 しなかったことを示 し

ていると言えよ う3)。

こうした上級学校への進学率の地域間格差に注目した研究はい くつかみ られ る。(友 田

1970,山 本1979,天 野 ・吉本他1983)こ れ らの研究は,学 校基本調査や国勢調査等の集計資

料を用い,都 道府県の職業構成 ・学歴構成 ・平均所得 とい う社会経済的条件や高校の普通科

率 ・大学の県内収容力等の学校教育条件 と,主 として高等教育進学率(志 願率)と の関連を,

相関係数や重回帰分析を用いて分析するところに特徴を持つ。

これ らの諸研究か ら得 られる知見は,① 都道府県の進学率の格差は,そ の府県の学歴水準

・ホワイ トカラー率(あ るいは専門 ・管理職率)・ 県民所得 ・第一次産業構成率 とい う社 会

経済的条件によってかな りの部分が説明される,② こうした地域の社会経済的条件以外に,

高校の普通科率や階層構造 とい う学校教育独 自の条件 も地域間格差を少なからず説明す るひ

とつの要因 となっている,と いう点に要約される。つま り,集 計化された形での個人の属性

要因(出 身階層要因)ば か りでなく,地 域独 自の要素(例 えば教育システムの特殊性)が 進

学率(個 人の進学行動の集積)を 説明する重要なファクターとなることを示 して,地 域独 自

の影響が存在することを主張 している。

ところで,集 計データを用いたこの ような分析は,進 学率にあらわれる地域間格差自体を

説明するには有効な方法 となるが,そ の結果をそのまま具体的な個人の進学行動(そ の結果

としての教育達成)に 読み変えて説明することには様々な困難がつきまとう。たしかに,被

説明変数である都道府県別進学率は,そ こに居住する個人の進学行動を集積 した結果に他な

らないし,説 明変数 として用いられる父世代の高学歴者率や個人平均所得 とい う社会経済的

条件は,一 般に進学に有利な家庭の多さを示す指標 となっている。 したが って,こ れまでの

個人 レベルの分析が明らかに してきた,父 学歴 ・父職 ・家庭の経済状況が教育達成に及ぼす

影響が集計 レベルにそのまま反映された とみることもで きる。 しかし,こ の分析に用いられ

る説明変数の特徴である府県別の平均値や比率には,同 一府県内に居住する個人間の分散が

考慮されていないとい う問題点がある。た とえば,家 庭の経済状況は個人の進学を規定する

直接的な要因であるが,個 人所得の県内分散が大きい府県の平均値 と逆に小さい府県の平均

値が等しい場合には,府 県別進学率 と個人所得平均 との相関は0に なる。が,こ のことは,

個人が進学するか否かとい う行動に経済的要因漆影響 しないとい うことを示 していることに

はならないだろう。また,高 等教育学歴を持つ者が父世代に多ければ,最 も進学に有利だと

される学歴階層の子弟が多い ことを意味することになるが,高 等教育学歴比率が等しい場合

でも,中 等教育学歴 と初等教育学歴 との構成には変化がみられることが予測 され,高 等教育

学歴者比率をもって個人 レベルの効果の 「集積指標」 と見なす ことはできない。さらに,別.



102

の視点からみると,父 世代の高等教育学歴者の比率やホワイ トカラーの比率がその数字に示

される以上の効果を持つことも予想される。すなわち,そ の地域独特の階層構造によって生

じる構造効果(structurale挽ct)の 問題である4)。これまでの一連の研究が行なって きた 集

計 レベルの相関分析では個人 レベルの効果と構造効果を区別できないため,個 人属性の集積

指標の説明力の中に地域独 自の構造効果が混在 してしまうことになる。

つまり,府 県別の集計データを用いた分析では,デ ータ上の制約か ら個人の教育達成に及

ぼす個人 レベルの階層要因を コン トμ一ルした うえで,地 域独 自の効果を抽出することは非

常に難 しい。こうした地域独 自の効果を探るためには,何 らかの形で個人 レベルのデータと

地域 レベルのデータとを結合 して,個 人 レベルの効果をコン トロールした うえで,地 域特性

とい う構造変数が個人の教育達成に及ぼす効果を推定 していく必要があるだろ う。

2分 析の方法

これまで教育達成に及ぼす地域効果を個人の地位達成過程の中に位置付けた研究が皆無で

あったわけではない。1975年SSMの 分析において,塚 原 ・小林(1979)は,地 域変数 とし

て出身地(15才 時に居住 していた市町村)の 人口規模を取 り上げ,そ れが,父 学歴や父職 と

は別の独 自の効果を教育達成に及ぼしていることを明らかにした。しかし,こ の分析におけ

る地域変数(出 身地の人口規模)は1～8の 順序尺度(村=1～100万 以上の都市=8)で

あ り,都 市部の教育機会が町村部より開かれていることは事実だとしても,こ の数値を地域

の教育機会の開放性や教育資源の豊かさを示す指標としてそのまま理解することはできない。

さらに,サ ンプルが20才 ～69才 に及ぶため出身地の人口規模が教育達成に及ぼす効果には,

都市化な らびに教育水準の全体的上昇 とによる時代効果が含まれている恐れがある。つまり,

若年層ほど都市出身者が多 くなる(都 市への人口集中)が,彼 らは高年層に較べて一般に学

歴が高 くなる(教 育水準の上昇)た め,教 育達成に及ぼす出身地の効果を過大評価する可能

性が生じるのである。したがって出身地域の効果を重回帰分析等で探るにあたっては,地 域

変数 として明確な意味付けが可能な尺度を用い,そ の うえで上記のような時代効果をできる

だけ除去す る作業が必要となる。

本稿の分析においては,高 校進学時(15才 時)に 居住 していた都道府県の高校進学率,及

びそれに対応 した(3年 後の)大 学r短 大進学率,さ らに両者を用いて得られる地域の平均

教育年数を地域の教育機会をあらわす指標として用いることにする5)。進学率指標はその地

域に居住 している者が上級学校へ進学できる平均的な可能性を測る尺度(裏 返せぽ個人の進

学行動が規制 されている程度を測る尺度)で あ り,そ こか ら導かれる平均教育年数は当該地

域に居住することによって到達可能 となる平均的学歴水準を示すことになる。もちろん,こ
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うした地域の教育機会指標はサンプルに含まれる個人が進学した(し なかった)結 果によつ

て左右される性格を持ってお り,ト ートロジカルな印象を与えるかもしれない。 しか し,教

育達成に影響を及ぼす個人の属性変数を コン トロールした うえでも,な おかつ地域単位め教

育機会指標が教育達成に効果を持つとすれぽ,そ こには地域独 自の効果が多分に含まれるこ

とになるとみて差し支えないだろ う。

ただし,こ うした地域の教育機会指標に何 ら操作を加えず個人の学歴(教 育年数)と の関

連を検討していくと,先 述した時代効果の罠に陥ることになる。表1か らも明らかなように

この20年 間の教育水準の上昇は著しいものがあ り,教 育年数に して平均2年 程度の伸びがあ

ったと推測される。もし,前 述の指標を用いて,20才 の年齢差のあるサンプルを同時に分析

すると各都道府県における教育機会の拡大(そ れによって生じる教育水準の上昇)と 個人の

達成学歴の上昇との問に,時 代効果による疑似相関が生 じることになる。したがって,以 下

の分析では本人の学歴(教 育年数)及 び地域の教育機会指標(進 学率から推定される地域の

平均教育年数)か らそれに対応する年度の全国平均値を引いた偏差を求め,こ の偏差を用い

て分析を行な うことにする6)。 この操作により,こ の2変 数間にある時代効果による疑似相

関を除去す ることが可能になるQ

本稿の最終 目的は,時 代効果を除去した変数を用いた重回帰分析を行な うことにより,地

域が個人の教育達成に及ぼす影響を明らかにすることである。 この分析を行な う前に,地 域

の影響の具体的内容を高校及び大学進学 とい う2つ の段階において,進 学者比率を用いて検

討することにしよう。

3上 級学校進学に及ぼす地域の影響

本章では,対 象者が15才 時に居住 していた都道府県に注目して,当 該年齢進学率が全国平

均より高い都道府県に居住 していた者(「 高進学率県居住者」)と 低い都道府県に居住してい

た者(「低進学率県居住者」)と に操作的に分割 し,父 学歴 ・父職別の進学者比率を比較する

ことによって,個 人の進学行動に及ぼす地域の影響を検討してい くことにする。ここでは,

高校進学段階 と大学進学段階に分けて考察 してい くが,そ れは,個 人の教育達成過程におい

て,高 校入試 と大学入試 とい う2つ の選抜段階が存在してお り,こ の2つ の段階で,地 域の

及ぼす影響が異なることが予測 されるからである。

は じめに,高 校進学段階に目を向けてみよう。表2は,年 齢層(コ ーホー ト)と 父学歴を

コソ トロールした うえで,高 校進学率を基準として分けた地域カテゴリ▽別に高校進学者の

割合を示 したものである。いずれの地域に居住していた者について も,同 じ学歴の父親を持

っ者では一部(低 進学率県居住者で父親が高等教育学歴の者)を 除いて30代 より20代の進学
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者 の 割 合 が 増 加 して い る。 また 同一 地 域 カテ ゴ リー ・同 一 コ ーホ ー ト内 の 父 学 歴 間 に み られ

る差(range)を み て み る と,高 進 学 率 県 で は30代.350か ら20代.224へ,同 様 に低 進 学 率 県

で も.470か ら.274へ と著 しい 減 少 が み られ,こ の 間 の全 国 的 な 高校 進 学 率 の 上 昇 に よ り,高

校 へ の 進 学 機 会 の父 学 歴 間格 差 が か な り縮 少 して きた こ とが わ か る。

表2父 学歴別 にみ た場合 の高 校進 学者比 率の差

コ
ー

ホ

ー

ト

父

学

歴

務

等

等

義

中

高

20

代

本 人 の 学 歴(高 校以上に進学した者の割合)

高 進 学 率 県 居 住 者

中学校 高校以上 計 麟 馨矯

7

3

0

4 163

61

40

210

64

40

.776

.953

1.000

低 進 学 率 県 居 住 者

中学校 高校以上 計 勇購 矯
FO

2

・4

6 140

44

31

205

46

35

.683

.957

.886

地域 間

格 差

囚 一(B)

.093

▲.004

.114

計 50 264314 ,841 71 215286 .752 .089

務

等

等

義

中

高
30

代

2

6

1
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表3父 職別にみた場合の高校進学者比率の差
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(注)上 級 ノンマニュアル…専門的 ・管理 的職業,一 般 ノンマ ニュアル…事務的 ・販売的職業

一方,地 域間格差についてはどのような傾向がみられ るのだろ うか。表2の 最後の コラム

には進学者比率の地域問格差(A)一(B)が 示されている。父学歴をコン トロールしない

で全体として2つ の地域カテゴリーを比較すると当然のことながら高進学率県居住老の方が
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低進学率県居住者より30代で.143(14.3%),20代 で.089(8.9%)高 くなっている。 もしこ

の差異が,個 人 レベルの要因に還元されるものならば,す なわち,地 域間の進学率の差は地

域間の父学歴の構成が異なるためだとするなら,父 学歴を コントロールした場合にみられる

地域カテゴリー間の差異はかな り減少することになるだろ う。結果をみると,30代 で父学歴

が高等教育 レベルの者や20代 で中等教育 レベルの者ではほとんど地域カテゴリー間の差がな

くなる。しかし,30代 の義務教育 ・中等教育 レベルの場合は,減 少したとはいえまだかな り

の差がみられる。そればか りか,20代 の義務教育 レベルや高等教育 レベルの場合は,父 学歴

を コン トロール しない場合 より格差が拡大 しているのである。この結果は,父 学歴の構成に

還元できない地域独 自の影響が存在 していることを示唆している。

表3に は,父 学歴にかえて父職を用いた場合の結果が示されている。父学歴を用いた場合

と同様,い ずれの地域 カテゴリーに属する者でも父職が同じ場合は,30代 より20代の進学者

の割合が高 くな り,同 じ地域 カテゴリー内での父職間の差は30代 より20代の方が小さくなる

傾向がみ られる。また地域間格差に注目すると全体 としてみた場合30代 か ら20代にかけて差

が縮少するが,父 職をコントロールしてもかな りの部分で差が残ってお り,地 域独 自の影響

を個人の進学行動に及ぼしていることが推察される。

さらに,表2,表3に 共通 して興味深い事実を読みとることができる。それは,30代 の場

合,父 学歴や父職を コン トロールするといずれの場合 も地域カテゴリー間の差が縮まるのに

対して,20代 の場合は差が拡がるところがみ られる点である。たしかに,30代 から20代にか

けて,全 体としてみた場合の格差は減少する傾向にあるが,そ の地域の階層構成の相違によ

って説明される部分(個 人 レベルの影響の総和)も 同時に減少してきていることを,上 記ρ

結果は示唆 しているのである。そして,こ のことは,先 にみた同一地域カテゴリー内の階層

間格差の急激な縮少を考慮に入れれば,個 人 レベルの要因である父職や父学歴の影響力に対

して地域の影響力のウエイ トが相対的に上昇している可能性を推測させるもの となっている。

目を転 じて大学進学段階の問題を検討してい くことにしよう。この段階では どのような傾

向がみ られるのだろ うふ。表4は 父学歴を用いて,表5は 父職を用いて,高 校進学者数を母

数 とした場合の大学 ・短大以上進学者の割合を示している。(た だし,地 域分割は高校 か ら

の大学 ・短大等現役進学率を基準として行なった。)こ の2表 に示 される結果を検討すると,

高校進学段階とは異なった傾向を読み取 ることができる。まず第1に,30代 か ら20代にかけ

て高校進学者が著しく増加するために,高 校進学者を母数とした場合の大学 ・短大進学者比

率はあまり増加していない,第2に,20代 と30代 の同一地域 カテゴリー 内の階層 間 の差

(range)を みるとあま り変化がな く,高 校進学段階の場合と異な:り階層間格差がこの期間に

縮少しているわけではない。第3に,地 域間格差に注 目してみると,年 齢層にかかわ りな く,

父親の学歴や職業によって地域の及ぼす影響の強さが異なっていることがわかる。父学歴で
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表4父 学歴別にみた場合の大学 ・短大進学者比率の差
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表5父 職別にみた場合の大学 ・短大進学者比率の差
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みた場合には,高 校教育 レベルの父親を持つ場合20代 でも30代でも約23%の 差がみ られ,義

務 ・中等 レベル よりその開きはかな り大きい。また父職を基準としてみた場合には,上 級ノ

ンマニュアル職(専 門 ・管理職)や 農業で地域間の格差が他の職業よりも大きくなっている

ことがわかる。つまり,農 業の場合は別として,高 等教育学歴や上級ノンマニュアル職の父
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親を持つ,換 言すれぽ,大 学進学に最も有利な家庭背景を持つ者に対 して居住地域が強い影

響を及ぼしているとい う興味深い結果を読み取ることができるのである。

このように,地 域が個人の進学行動に及ぼす影響は,出 身階層との関わ りで変化 し,必 ら

ず しも一様でない。しかし,こ れまでの分析から明らかな ように,地 域は出身階層とは異な

る独自の影響力を持ち,そ れはいずれのコーホー トにおいても,ま た高校進学段階及び大学

進学段階のいずれの時点においてもみられ る。すなわち,地 域はこの二つの選抜段階を通 じ

て個人の教育達成を規定 しているとみることができる。ただし,本 章で行なった分析では,

出身階層を測る指標が単一のものであるため,さ らに階層に関わる変数を導入してい くと,

地域間にみ られる差異がみ られなくなる可能性もある。次章ではこの点を考慮した分析を行

なっていくことにしよう。

4地 域の教育機会 と教育達成

前章では進学者比率を用いて,高 校進学 ・大学進学段階で地域が進学行動に及ぼす影響を,

その内容面か ら検討 した。 しかし,こ の分析ではサンプル数の関係から統制変数として用い

る階層要因が単一指標 としてしか導入できないため,階 層要因を可能な限 りコン トロールし

て,地 域の教育機会が個人の教育達成に及ぼす影響を検討す ることや,階 層要因と地域要因

との説明力を比較することが不可能であった。 したがって,本 章では,階 層要因をコン トロ

ールした後も地域の影響は残るのか ,ま たそれは,階 層要因と比較してどの程度の説明力を

持つのか,と い う点を重回帰分析を用いて検討 していくことにしよう。分析に入る前に,用

いる変数の内容について説明しておくことにす る。

地域(都 道府県)の 教育機会を評価するための指標 として,当 該地域の平均教育年数を用

いることは既に2で 述べた。地域の平均教育年数を推定するには,そ の地域内の高校進学者

数や大学 ・短大進学者数を用いれぽ可能となる。ところが,こ うした情報を得ることのでき

る唯一の資料である学校基本調査では,昭 和42年(1967年)以 前の大学 ・短大進学者数の都

道府県別の数値が,高 校か らの現役進学者に限定されたものになるとい う欠点がある。それ

故,こ の数値を用いて都道府県別の教育年数平均を推定した場合,浪 人して進学した者が除

外され,実 際の平均値よりも低い値が得 られることになる。が,こ こで必要とされているの

は,都 道府県の平均教育年数そのものでなく,46都 道府県の相対的位置を示す指標である。

この意味で都道府県間の浪人率が極端に異ならない限り問題はないであろ うし,ま た浪人率

に多少の変動があったとしても,中 卒者を母数 として求める平均教育年数にはそれほど大 き

な変動をもたらさないと予測される7)。 したがって,地 域の教育機会を示す指標 としてはこ

の推定値で十分役割を果たすと考えられる。
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もちろん,こ うした平均教育年数を用いないで,そ れを算出するもとになった高校進学率

と大学 ・短大進学率の2変 数を地域の教育機会指標 として用いることも可能である。が,被

説明変数として用いる個人の教育年数に対 して,こ の両変数は同質的で累積的な影響を及ぼ

す性格を持ってお り,ま た,こ の2変 数間にある高い相関(.79)か ら生 じる多重共線 関 係

(mult量colinearity)を避けるためにも,こ の両変数を合併 した形の地域の平均教育年数を 用

いる方が望ましいと判断 した。

その他,出 身階層要因 として用いる父学歴 と母学歴には教育年数を対応 させ,父 親の職業

は本人が15才 時点のものを採用し,そ れにSSM威 信ズコアをあてはめることにした8)。 ま

た,家 庭の経済状態を測定するための変数 として15才 時の 「くらしむき」(5=非 常に豊 か

……1=非 常に貧しい)を 採 り入れることにした。

表6教 育達成に対する規定要因分析(β 係数)

(1) (2>

歴学父

職

均
数

呼
年

域
育

父

地
教

.338ユ

.2545

.3098

.2559

.1955

2R

n

.2592

(1374)

.2967

R2の 増 分

F値

Sig.

.0375

55.78

.000

*β 係数はすべて.01水 準 で有意

表6は,20代 ・30代の全 ケースについて,父 学歴 ・父職とい う出身階層変数と地域の平均

教育年数を用いて,本 人の教育年数に対する重回帰分析を行なった結果である。(1)は父学歴

と父職を用いた場合,(2)は それに地域の平均教育年数(以 下 「地域変数」と略す)を 追加し

た場合の結果を示している。父学歴と父職に回帰させた場合,こ の2変 数で教育年数の分散

の うち約26%が 説明されるが,地 域変数を追加することにより30%近 くまでが説明されるよ

うになる。地域変数を追加することにより説明される分散量の増加は3.75%で,F検 定の結

果,.001水 準で有意な説明力の増加がみられた。つまり,地 域変数は,教 育達成に対 して階

層要因とは異なる効果を持 っていることをこの結果は示していると言える。

ところで,2で 検討 したように,年 齢差の広いサンプルを対象 とする場合には,時 代効果

に よって生 じる疑似相関が含まれていることに留意しなければならない。 この点を確かめる

ために,被 説明変数である本人の教育年数と5つ の説明変数との相関を,積 率相関係数 と,
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年齢 で コ ン トロ ール した 偏 相 関 係 数 とで 比 較 して み る こ とに し よ う。表7に 示 され た とお り,

父 学 歴 や 父 職 な ど 出身 階 層 に関 わ る変 数 につ い て は,両 相 関 係数 の 差 は+0.04～ 一〇.024程

度 で そ れ ほ ど大 き い も の とは言 え な い9)。 とこ ろ が,地 域 変 数 との 間 の 相 関 は,年 齢 を コ ン

表7本 人の教育年数と独立変数間の積率相関係数と年齢を統制した際の偏相関係数

父学歴 父 職 覇 嘉 轍

数

数

係

係

関目

関

木

ヨ

率

オ

積

偏

.4566

.4473

。4120

.4163

.2548

.1840

n (1219) (1157) (1350)

母 学 歴 くらしむき

.4692

.4554

.2764

.2524

(1220) (1345)

トロールすることにより.2548か ら.1840へ と約.07減 少 し,他 と比較すると非常に大 きな 値

を示している。この結果は,先 に予測 したように,教 育年数と地域の平均教育年数の間に,

時代効果による疑似相関がかなり含まれていることを示している。したがって,時 代効果を

除去するために,本 人の教育年数 と地域変数:については,そ れから全国平均を引いた偏差を

求め,以 下ではこの偏差を用いて分析を進めることにする10)。

表8分 析に用いる変数の平均と標準偏差

変 数 名 教育年数(偏差)父 学 歴 父 職 地域変数(偏差)

平 均

標準偏差

0.183

2.437

8.60544.039

3.00010.511

0.027

0.464

母 学 歴 くらしむき

7.939

2.197

2.766

0.683

表8に は,偏 差化した変数を含めて分析に用いる6変 数の平均値 と標準偏差が示されてい

る。もしサンプルの代表性が高ければ,偏 差化 した変数の平均値は0に 非常に近い値になる

はずである。本人の教育年数及び地域変数(地 域の平均教育年数)を みると,そ れぞれ0.183,

0.027と0に 近似 してお り,こ の操作が妥当な方法であったことがわかる。

表9は 上記の変数を用いて,本 人の教育年数(偏 差)に 対する重回帰分析を行なった結果

である。表7と 同様に父学歴と父職に回帰させた うえで,地 域変数を追加するとい う方法を

採 っている。表7の 結果と比較すると,β 係数(標 準偏回帰係数)の 変化からみて,父 学歴

や父職により説明される分散量はそれほど変化 していないと言える。 ところが,地 域変数の

説明力は,β 係数が.1955か ら.1194へ と変化したことか らもわかるように減少している。こ

れは,先 述した時代効果が除去されたために生 じた結果だと言える。ただし,減 少があった

とはいえ,地 域変数の β係数は.01水 準で有意であ り,ま た地域変数を追加す ることによっ

て説明される分散量(R2)の 増加も,.001水 準で有意な値を示 している。すなわち,時 代効

果を除去した場合でも,教 育機会の地域間格差が教育達成を説明する重要な要因になってい

ることにかわ りはない。
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表9偏 差を用いた教育達成に対する規定要因分析(β 係数)

全 体 20 代 30 代
変 数

(1) (2) (1) (2) (1) (2}

父 学 歴

父 職

地 域 変 数

.3196

.2670

.3085

.2637

.1194

.3126

.2394

.3057

.2343

.1261

.3335

.2883

.3184

。2860

.1219

　R

n

.2529

(1374)

.2670 .2209

(671)

.2367 .2896

(703)

.3042

R2の 増 分

F値

Sig.

.0141

20.87

.000

.0158

11.32

.001

.0146

11.16

.001

*β係数はすべて.01水 準で有意

表9に は,同 様の分析を20代 と30代に分割して行なった結果も併せて提示 している。20代

と30代 とを比較 してみると,父 学歴 と父職によって説明される分散量は30代 の29%か ら20代

の22%へ と約7%減 少 してお り,こ の間に出身階層が教育達成に及ぼす影響力が減少す る傾

向にあることが うかがえる。一方,地 域変数の β係数をみると,い ずれのコーホー トの場合

も.12程 度で大きな変化はなく,一 定の効果を維持していることがわかる。さらに,こ の3

変数に よって説明される分散量に占める地域変数のウエイ トに注 目してみると,上 記の結果

か ら,出 身階層要因に対する地域変数の相対的比重が上昇する傾向にあるとい う興味深い結

果を読み とることができる。つまり,個 人の教育達成を説明する要因として,地 域の教育機

会の重要性が高まってきているのであ り,2の 進学者比率を用いた分析において推測された

点が重回帰分析によって裏打ちされたことになる。

これ までの分析では,個 人の出身階層要因を父学歴 と父職を用いて測定 した うえで地域変

数の効果を検討してきた。しかし,個 人の出身階層要因がこの2変 数で測定されるものでは

ないだろ う。そして,地 域変数との関連で言えば,階 層を測定す る変数を増加させることに

よって,地 域変数の効果が消える(他 の変数の効果に吸収される)可 能性も考え られる。し

たがって,次 に1975年SSMで 利用できる母学歴 と 「くらしむき」変数を追加した場合の重

回帰分析の結果を検討してお くことにしよう。

表10は 表9と 同 じ方法で母学歴 と 「くらしむき」を加えて行なった分析結果を示している。

まず出身階層要因のみで説明される分散量(1)をみてみると,い ずれの場合も,父 学歴 と父職

の2変 数で説明される量 よりも4～5%の 増加がみられ,母 学歴と 「くらしむき」を加える

ことに よって,説 明力が上昇 していることがわかる。そして,こ こで問題 としている地域変

数のβ係数をみると,表9の 値 より若干減少しているが,ど のコーホー トについても,β 係
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表10母 学歴 ・くらしむき変数を加えた教育達成に対する規定要因分析(β係数)

全 体 20 代 30 代
変 数

(1) (2) (1) (2) (1) (2}

父 学 歴

父 職

母 学 歴

くらしむき

地 域 変数

.1839

.2202

.2147

.1115

.1806

。2193

.2049

.1074

.1018

.1798

.1883

.2264

.1130

.1797

.1852

.2156

.1129

.1124

.1824

.2335

.2291

.1325

.1752

.2336

.2206

.1272

.1039

R

n

.2961

(1374)

.3062 .2689

(671)

.2813 .3397

(703)

.3502

R2の 増 分

F値

Sig.

2010
●

7551

000

.0125

9.44

.002

.0105

8.31

.004

*β係数はすべて.01水 準で有意

数 自体,ま た地域変数を増加することによって上昇する説明力の増分は,統 計的に有意であ

り,階 層変数を追加しても,地 域自体の効果が消えることはない。そして,こ の手続きによ

って減少する地域変数の説明力は微少であり,さ らに出身階層変数(あ るいは学力等の他の

個人 レベル変数)を 投入した としても,教 育機会の地域間格差が教育達成を説明する規定力

は完全に消滅することはないと推測される。 この結果を見る限 り,出 身地域の教育機会は,

個人 レベル変数 とは相対的に独立 しており,出 身階層ほど強い影響力を持たないまでも,個

人の教育達成に少なか らぬ影響を及ぼす重要なファクターとなっていると言える。

5要 約 と課題

本稿では,1975年SSMデ ータに学校基本調査か ら得 られる都道府県別の進学指標を付加

することにより,社 会の構造的特性のひとつである教育機会の地域間格差が個人の教育達成

に及ぼす影響を検討 してきた。本稿の分析で明らかになった点は,以下の4点 にまとめ られる。

(1)地域の教育機会指標 として,15才 時に居住 していた都道府県を基準に当該地域の平均教

育年数(地 域変数)を 求め,そ れを用いて達成教育年数に対する重回帰分析を行なった。そ

の結果,地 域の教育機会は,時 代効果を除去した後でも,父 学歴や父職 という出身階層要因

とは異なる有意な説明力を持っていることが明らかになった。

(2)さらに出身階層要因として,母 学歴や15才 時の 「くらしむき」変数を追加 したが,こ の

操作を加えた後でも,地 域変数の説明力にはあまり減少がみられなかった。つまり,地 域の
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教育機会は,出 身階層のような個人 レベル変数 とは相対的に独立した性質を有 しており,そ

れ とは異なる何 らかの構造的な影響を個人の教育達成に及ぼ していると考えられる。

(3)こうした地域の影響を,高 校進学段階と大学進学段階に分けて考察してみると,出 身階

層によって地域の強い影響を受ける段階が異なっていることがわかる。ただ し,こ うした影

響の強さは異なるものの,そ の影響はほぼ全ての階層で二つの段階を通してみ られるのであ

り,地 域が この二つの選抜段階を通 して個人の教育達成を規定しているとみることができる。

(4)また,20代 と30代のコーホー トを比較 してみると,30代 か ら20代にかけて階層変数に対

する地域変数のウエイ トが相対的に上昇す る傾向がみられる。この結果は,個 人の教育達成

を説明する要因として,地 域の重要性がこの20年 間(1950年 代後半～1970年 代前半)に 高ま

ってきていることを示唆している。

これまでの分析を通 じて,地 域が時代効果を除去した後も,個 人の教育達成を説明する重

要な要因 となっていることが確かめられたと言えるだろ う。 しかし,こ うした地域の影響が

何に起因するものなのか,ま た,階 層によって地域の影響を受ける段階が異なっていたが,

地域の及ぼす影響 と階層が及ぼす影響 との間にはどのような相互連関が存在するのか等,地

域が及ぼす影響の内容面からのアプローチを本稿ではほとんど行なっていない。こうした点

は,地 域の構造的特性 と個人の行動とのエコロジカルな因果的連関を検討 していく中で,は

じめて明らかにできる性格のものであ り,内 容面か らのアプローチを今後行なってい く必要

がある。

また,こ うした内容面ばか りでな く,方 法論上の課題も残されている。本稿では,地 域変

数 とい う集計 レベルの変数と父学歴等の個人 レベルの変数 との集合体水準の相違には特に注

意を払わなかった。ところがこれまでの学校効果等の集合 ・集計レベルの変数に注目した研

究でほぼ一貫 してみ られ る傾向は,被 説明変数として個人 レベルの変数(例 えば教育アスピ

レーションなど)を 用いた場合,集 合 ・集計 レベルの構造的な変数の説明力が個人 レベルの

説明変数のそれと比して小さいとい う点にある。(Meyer1970,Coleman1972な ど)今 回の

分析においても,地 域変数の統計的有意性は確認された とい うものの,そ の説明力は階層指

標 として用いた変数 よりも小さくなっている。この結果は,変 数の レベルの相違(個 人 レベ

ル と集計レベル)か ら生 じた結果とも考え られ,変 数のレベルを考慮 した分析を行なえば異

なった結果が得られるかもしれない11)。方法論上の重要な課題である。

〔付記 〕

なお,本 稿の作成にあた っては,直 井優助教授 な らびに客 員研 究員のK.M.Slomczynski氏 よ り貴

重 な示 唆を受けた。略儀なが ら感謝の意を表 します。
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(注)

1)こ うした批 判は,地 位達 成分析が,職 業達成や所得達成を分析す る際に,労 働市場の構造や階

級構 造を無視 してい るとい う面か らな され ることが多い。(Bielby1981,鹿 又1984)

2)教 育水準 とい う用語 の意 味す る内容は多岐にわたるが,本 稿では学校教育の普及度 とい う点に

絞 って この用 語を用 いるこ とにす る。

3)地 域 間の教 育機会 の格差 を検討 するにあた って,変 動係数(標 準 偏差/平 均)を 用いた もの も

み られ るが(山 本1979,た だ し山本の場 合は進 学率ではな く志願率の格差を検討す るた め に

用 いている),進 学機会,換 言すれ ば進学 可能性 を検討す るにあた っては,平 均で除 さな い 標

準偏差 の方が望 ま しい と考 え られ る。

4)例 えば友田(1970)は,地 域 の階 層構成 が異なる ことに よって生 じる人々の接触機会の差が,ア

ス ピ レー シ ョンの上 昇 とな って地 域独 自の効 果を生む ことを示唆 してい る。

5)1975年SSM調 査 では,対 象者 の年齢が10月1日 を基準 として コー ドしてある。 このため,地

域 の進学率や平均教育年数 を求 める基数 となる卒業者数や入学者(進 学 者)数 は,当 該年齢 の

者が所属 し うる2つ の学年 コーホー トを合算 した もの く例 えば75年10月 に20才 であれ ば,高 校

卒業者数は73年 と74年を合計 した数)を 用い た。

6)偏 差を求め る基準 となる全 国平均値 は,本 人 の達成教 育年数 につ いては,当 該年齢 の者が所属

しうる2つ の学年 コーポ』 トの全 国の大学 ・短大 ・高専 ・高校入学 者数 を用 い,地 域 の平均教

育年数 につい ては,同 様 に高校入学者数及び高校か らの現役大学 ・短大進学者数 を用 いて,中

学卒業者数を母数 として推定 した。

7)1968年 以降は都道府県別 に過年度卒業生 の大学進学 者数を知る ことがで きるが,こ の数値か ら

得 られ る地域 の平均教育年数を該 当年齢 の全 ケースに付加 して,現 役進学 者のみ を用 いた地域

の平均教育年数 との相関を求 めたが,そ の値 は.988と 非常 に高 く,現 役進学者 のみを用 いた指

標で充分役割を果たす ことが裏付け られた。

8)SSM威 信 スコアについては直井(1979)に 詳 しい。

9)も ちろん父学歴や母学歴について も当時の進学率の上昇に よる時代効果が含 まれ てい ることは

否めない。ただ し,デ ータ上の制限か ら父年齢や母年齢を特定化で きないため,個 々の ケース

に対応す る全国平均値を推定で きない とい う問題点があ る うえ,子 どもとの年齢差が一様でな

いため,こ うした操 作を行な うことに よ り変数の意味を変えて しま う恐れがあ り,こ こでは こ

うした操作は行 なわ ない こ とに した。

10)偏 差を求める方 法については注5),6)を 参照。

11)甲 田 ・直 井(1985)P122-124。
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REGIONALEDUCATIONALOPPORTUNITYAND

EDUCATIONALATTAINMENT

FumiakiOJIMA

Inrecent.years,severalsociologistsandeconomistshavecriticizedstatusattain・

mentresearchforignoringthestructureofinequality(forekample,theopportunity

structureofthelabormarket)whichregulatesthestatusattainmentprocess.Sucha

structuralregulationalsoexistsilltheeducationalattainmentprocess.In毛hispaper,

using1975S$MdatainJapan,Iexaminetheimpactofregionaleducationaloppor.

tunity(measuredbymeallyearsofschoolingineachprefecture)oneducationalat・

ゆ
talnment.

Somestudieshaveexaminedregional.effectsonhighereducationplacement(Tomoda

1970,Yamamoto1979,Amanoet.al.1983).ThesestudiesexaminedtheefEectsof

regionalsocio.economiccohditions(ratioof.higheredu6ationgrad亡ates,meanincome,

andwhite・collorworkerratioofゴathers'.generation),ofregionaleducationalとon・

ditions(forexample,ratioofgeneralcoucsestudentsofhighschools),andofgeo.

graphicalconditions(forexample,distancefromlargecities)onregionalhユgheredu・

cationplacement.Theyfoundthateducationalandgeographicalconditionshave

anef〔ectonhighereducationplacementratioaswellassocio・economicconditions.

Suchanaggregatedataanalysis,however,doesnottakeintoconsiderationdistri・

butionbetweenindividuals,andsodoesnotrepresentregionalefEectoneducational

attainmentcorrectly、

Inordertoexaminetheeffectofregionaleducationalopportunityoneducational

attainment,IaddedanindexofregionaleducationaloPPortunity,meanyearsof

schoolingineachpreferture,toeachsampleofSSM.Then,1.calculateddeviance

fromthenationalmeanofmeanyearsofschoolingineachprefertureandofindi-

vidualyearsofschoolingto.eliminatethetimedependenteffectofregionaleduca.

tiollaloPPortunityoneducationalattainment.

Themajor丘ndingsofthisanalysisareasfollows;...、

(1)Thebasiceducationalattainmentmodelismadeupofthreevariables;father's

education,father'soccupationandregionaleducatiollalopportunity.Thesethree

variableseXplhin27%oftota1.varianceofeducationalattainment.Inthi.smodel,

regionaleducationalopportunityaffectssigni丘cantly(βcoe伍cient.119),afteritstime

dependentef〔ectiseliminated、

(2)Whentwoothersocialbackgroundvariables,mother'seducatiohandeconomic

conditionsoffamily,areaddedtopriormodel,totalvarianceexplainedrisesabout

」
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4%.After.・ddi・gth・ ・ev・ ・i・bl・・,β … 伍 ・i・nt・ ・ff・th・ …ed・ ・ati…ndf・ther・ ・

occupationarereducedsigni丘cantly,butthatofregionaleducationaIopPortunityis

scarcelychanged.Thisshowstha‡regionaleducationalopportunityisreletively

independentofindividualsocialbackgrounds,andhassomeq璽structura1"ef〔ecton

educationalattainment.


